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「アフガニスタンの女性支援について」（概要）
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 日本が復興支援を行う上で、多様な支援分野において女性／ジェ
ンダーの視点から何がどのように行われることが必要であるか、復
興の様々な場面においてアフガニスタンの女性が参画しその成果
を享受するためにどのようにすればよいかを整理

 分野毎の支援策の方向性と、その目標を達成するための具体的
支援策を挙げた。

 （分野）
 「女性の声をあらゆる決定に反映させる政治・制度的枠組み」

 「国づくりの源となる女性のエンパワーメントに向けて教育」

 「生涯にわたる女性の健康の保障」

 「女性の経済力向上への支援」

 「女性の視点から見た生活基盤の整備」

 「女性が安心して暮らせるアフガニスタン」

 「国内における取組の点検と評価」



日本のアフガニスタン女性支援①
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草の根・人間の安全保障無償資金協力を中心として支援を実
施

 女性自立支援（裁縫・織物訓練、職業訓練センター建設）
 ファリヤーブ県アルマール郡女性のための織物訓練計画（2005年、6百万円）など
 カブール市カルテ・チャル女性教育・文化センター建設計画（2005年、10百万円）など

 教育支援（女子学校建設、識字教育等）
 ナンガルハール県ムラビシュムスルラフマン女子学校建設計画（2011年、16百万円）など
 バドギース県・ゴール県における女子識字教育計画（2009年、18百万円）など

 保健・医療支援（産婦人科病院建設、医療器材供与、看護訓練）
 カブール市カルテ・セー病院産婦人科病棟建設計画（2003年、9百万円）
 カブール市内小児・産婦人科クリニック医療器材供与計画（2005年、8百万円）

 コミュニティ支援（女性センター建設、マーケットセンター建設、庭園再建）
 バーミヤン県バーミヤン郡シャシュプール村女性コミュニティーセンター建設計画（2011年、25百万
円）など

 カブール市女性のためのマーケットセンター建設計画（2003年、6百万円）など
 カブール市における女性のための庭園再建及び寡婦庭師育成計画（2003年、1百万円）



草の根・人間の安全保障無償について
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草の根・人間の安全保障無償資金協力によるアフガニスタン女性支援額は、2002
年度から2011年度までで約13億円。
（注）女性を対象とする案件について、内閣府が集計。
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日本のアフガニスタン女性支援②
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 このほか、下記のような支援を実施。

 母子保健病院器材整備（2002年アフガン移行政権に110万ド
ルを拠出）

 難民・避難民女性への支援（2002年UNIFEM経由で100万ド
ル）

 女性に対する暴力根絶プロジェクト（平成22年度補正予算に
よりUN Womenに450万ドルを拠出）

 技術協力（JICAを中心として実施）
 専門家派遣（女性課題省に対する専門家派遣、憲法制定のための
専門家派遣、女性の経済的エンパワーメント支援プロジェクト、女性
の貧困削減プロジェクトなど）

 研修員受け入れ（男女共同参画セミナー、女性の経済的エンパワー
メント支援、女性支援（ジェンダー）、女性教員養成など）



アフガニスタン女性支援の効果
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2000年 2005年 2008年 2011年

0.230 0.340 0.370 0.398
（172位/187か国。World:0.682）

HDI（人間開発指数）※出典：UNDP

アフガニスタン女性支援の効果
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2005年 2008年 2011年

0.709 0.695 0.707
（141位/146か国。World:0.492）

GII（ジェンダー不平等指数）※出典：UNDP

国会議員の女性割合（％）※国連女性統計データベース

1990年（タリバン前） 2005-2007年 2008-2011年

4 27 28
（33位/149か国。World:19.9）

妊産婦死亡率（人口10万人当たり）※出典：世界銀行World Development Indicators

2000年 2005年 2010年

1000 710 460
（World:210）

適正な技術を持つ保健スタッフが立ち会う出産の割合（％）※出典：世界銀行World Development Indicators

2003年 2006年 2008年

14 19 24
（World(2010):66.1）



アフガニスタンの女性支援に関する懇談会につ
いて（平成１４年２月２６日内閣官房長官決定 平成１５年４月１６日一部改正）
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１ 趣旨

アフガニスタン復興支援を進めるに当たり、女性のニーズに配慮した支援の在り方について検討を行い、提言を取りまとめる。

２ 懇談会の開催

内閣官房長官の懇談会として開催する。

３ 開催時期

随時開催する。

４ 懇談会メンバー

（会長） 原 ひろ子 城西国際大学大学院客員教授

青山 温子 名古屋大学大学院教授

池上 清子 国連人口基金東京事務所長

岩男 壽美子 慶応大学名誉教授

内海 成治 お茶の水女子大学教授

喜多 悦子 日本赤十字九州国際看護大学学長

田中 由美子 国際協力機構国際協力専門員

中道 仁美 愛媛大学農学部准教授

中村 道子 国連婦人開発基金日本国内委員会名誉会長

橋本 ヒロ子 十文字学園女子大学教授

目黒 依子 上智大学教授

※オブザーバーとして外務省等関係省庁・関係団体の担当者が出席

アフガニスタンの状況
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 2001年（平成13年）
 12月 タリバン政権の崩壊・暫定行政機構発足（女性課題省の設置）

 2002年（平成14年）
 1月 アフガニスタン復興支援会議（東京・重点的貢献分野として「女性の地位向上」）

 5月 「アフガニスタンの女性支援策について」（アフガニスタンの女性支援に関する懇談会）

 2004年（平成16年）
 1月 新憲法制定、10月大統領選挙

 2005年（平成17年）
 9月 国会下院選挙（女性比率27.3％）

 2008年（平成20年）
 6月 国家開発戦略の発表（横断的課題として「ジェンダー」）

 2009年（平成21年）
 8月 大統領選挙

 2010年（平成22年）
 9月 国会下院選挙（女性比率27.7％）

 2012年（平成24年）
 5月 IASF貢献国及びアフガニスタン政府によるシカゴ・サミット共同宣言（アフガニスタンの女性が復興、政
治、平和、和解プロセスに全面的に参加することの重要性、及び女性の権利尊重の必要性を強調）

 7月 アフガニスタンに関する東京会合（アフガニスタンの持続可能な成長・開発戦略と当面の民生支援の調
整及び地域経済協力）

 2014年（平成26年）末
 国際治安部隊の撤収（予定）


